
第１期実施計画　上半期振り返り（市民サービスの向上）

区分け No. 取組名 課 事業内容 進捗状況 進捗状況（詳細） 運用開始時期（見込） デジタル戦略課 対応状況

1
「書かなくて済む窓口」づくり

（新窓口システム開発事業費）
市民課

・市民が自分のスマホ、タブレットや窓口に設置し

た情報端末を利用し、事前に手続きの確認や申請書

の作成を済すことで、窓口での滞在時間短縮、利便

性の向上を目指す。

・出生届や死亡届の諸手続きに来庁された場合、関

係各課が情報を共有し、市民に過剰な負担を強いる

ことなく一つの窓口で手続きが完了するワンストッ

プ窓口を実現する。

着手中

・RFIを実施する

・プロポーザルを実施し、業者を決定する（R4.9月）

・契約締結し、システムを構築する（R4.12月～）

・システムを稼働させる（R5.3月）

R5.3月末～

・情報収集、仕様書作成、RFI、業者選

定についてITコンサルを交えてDX推進

係にて支援。

・システム構築について住民システム係

も参加しベンダーと構築作業を進めてい

る。

2

窓口の各種手数料をスマホ・ク

レジットでお支払い（キャッ

シュレス決済の拡充）

組織戦略課

・キャッシュレス化により市民の皆様の現金で支払

うことの負担軽減等の利便性向上に加えて、接触機

会の縮減による新型コロナウイルス感染症対策を図

る。

運用中

・市民課利用状況を把握する。（5月完了）

・市民課窓口でのキャッシュレス決済の課題を把握し、改

善策を試行する。（3月完了）

R3年度から継続
・進捗状況を適宜共有。

・相談があれば随時対応。

3

来庁しなくても手続きが出来る

しくみ作り(行政手続きのオン

ライン化）

デジタル戦略課

・電子申請が利用可能な手続きを拡充し、市民が市

役所に直接来庁できなくても必要な申請・届出が簡

単にできるしくみ整備を進める。

・国が進めるマイナポータルを利用した子育て・介

護関係の27手続きについては、国の方針にあわせて

システムの整備を行う。

着手中

・マイナポータル（ぴったりサービス）から子育て関係や

介護関係の27手続の他、罹災証明書の発行申請と不在者投

票等の投票用紙等の請求の2手続（合計29手続）の申請

データを、基幹システムにてダウンロードする仕組みを構

築した。

※29手続きの内、28手続は令和5年3月末までにぴったり

サービスに公開予定。1手続は申請時期に合わせて令和5年

秋頃に公開予定。

・上記手続の他に、火災予防関係の10手続きについても令

和5年3月にぴったりサービスに公開し、対象手続を拡充し

た。

R5.4月～

（一部はR5年秋頃か

ら）

窓

口

・

届

出

【進捗状況の各カテゴリ】

運用中⇒システム運用、事業実施に入っている段階

着手中⇒システム調達・構築中で運用に入る前の段階

調査・研究中⇒予算化しておらず、計画のみの段階
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区分け No. 取組名 課 事業内容 進捗状況 進捗状況（詳細） 運用開始時期（見込） デジタル戦略課 対応状況

1
窓口でオンラインの手続き等を

サポートする人材の育成・配置
デジタル戦略課

・スマートフォン等の電子機器の操作に不慣れな市

民のオンライン手続きをサポートする職員を育成す

る。

・育成した職員は本庁や支所の窓口に配置し、手続

き等のやり方のご案内やサポートを行う。

調査・研究中
各課のオンライン手続きの仕組みの運用開始後、状況を見

て検討を進める。
未定

2
電子機器等の操作に不慣れな方

へのスマホ教室（出前講座）
デジタル戦略課

・電子機器等の操作が不慣れな方に対し、基本的な

操作方法や、スマホを活用した買い物や映画鑑賞な

ど、デジタル化の恩恵を受け生活を楽しむためのス

マホ教室を開催する。

・このスマホ教室を本市の出前講座のメニューに追

加してスケジュールを拡充し、高齢者等が希望する

日時や場所で受講できるよう環境を整える。

運用中

シルバー人材センターへ委託し、7月から出前講座を開

始。

今年度実績：26回開催、336人参加

R4.7月～

デ

ジ

タ

ル

デ

バ

イ

ド

対

策
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区分け No. 取組名 課 事業内容 進捗状況 進捗状況（詳細） 運用開始時期（見込） デジタル戦略課 対応状況

1
公立保育所・公立幼稚園の登降園管

理や連絡などのデジタル化
子育て政策課

・公立保育所・公立幼稚園（以下、「保育所等」という）の

保育士、幼稚園教諭（以下、「保育士等」という）の業務負

担を軽減し、保育・教育の質を向上するため、児童の登降園

管理や各種料金計算、保護者連絡、保育に関する計画・記録

等が可能なシステムを導入する。

運用中

【令和3年度導入施設】

・保護者向け説明会、試験運用を行う。（5月完了）

・保育士等、保護者に対して導入効果に関する

 アンケートを実施する。（7月完了）

・Wi-Fi環境を整備する。（2月完了）

・本格運用を開始する。（3月完了）

 

【令和4年度導入施設（残り26施設）】

・ハードウエアを購入する。（3月完了）

・職員向け研修、保護者向け説明会を行う。（3月完了）

・試験運用を行う。（3月完了）

R4.5月～

・システム運用、各園への拡充に係るネット

ワーク整備について、相談があれば随時協議。

・入札時の仕様書等について作成支援。

2
急な病気でもすぐに予約ができる病

児保育（病児保育支援システム）
子育て支援課

・スマートフォンやパソコンを利用して、本市の病児保育施

設の利用にかかる登録、予約、キャンセルが24時間可能とな

るシステムを導入する。

・子育て世帯の育児と仕事の両立支援を図るとともに、市及

び病児保育施設の業務の効率化、円滑化を図る。

運用中

・病児保育支援システムを導入する。（5月～）

・市民に対する新しいシステム及び病児保育に関する広報を行い、

新規登録及び利用の促進を図る。

病児保育支援システム登録者数 1,243人（2月末現在 )

病児保育施設延利用者数5,600人

(病児保育支援システム導入後延利用者数

            2,783人（2月末現在））

R4.5月～

基本的に安定運用しているため、支援等は行っ

ていない。

相談事項があれば対応。

3

保育料・児童クラブ使用料をコンビ

ニ、スマホで簡単にお支払い

（保育料スマート決済推進事業）

 子育て支援課生涯学習課

・保育所保育料・児童クラブ使用料をコンビニエンスストア

やスマートフォン決済（PayPay、LINE Pay）で支払うことが

できるようにすることで、仕事と家庭の両立を図る子育て世

帯の利便性を高めるとともに、収納率向上を図る。

運用中

・準備を開始する。（4月～）

・運用を開始する。（9月～）

・市民向けの広報活動を行う。（8月）

・保育料額の切り替え通知の際にも周知を行う。（9月）

R4.9月～

基本的に安定運用しているため、支援等は行っ

ていない。

相談事項があれば対応。

4
認可保育所の入所選考を10秒で実施

（保育所AI入所選考システム）
子育て支援課

・各保育施設の空き状況と入所希望者の情報をマッチング

し、保育所の入所選考を行う。マッチング結果は、数秒程度

で確認することができる。

・同じ基準で何度も選考を繰り返すことができることから、

急な辞退者等の発生と新たな空き枠が生じた場合でも、すみ

やかに再選考を行うことができる。

・市民向けの内定通知書の発送等をすみやかに対応すること

が可能となり、市民サービスの向上にもつながる。

運用中

・例月の保育所等入所選考及び令和５年４月入所（１次・２次・３

次）選考に同システムを活用する。

・入所選考に要する時間を短縮したことにより生じた時間を活用し

て、入所申込者及び保育所等に対し、早期の結果通知を行う。

・保育所AI入所選考システムに必要なデータについて、効率的に作

成するよう、業務の課題を整理する

R3年度から継続
・試験導入園以外の各園への追加導入、各園で

のネットワーク整備の相談支援。

5

【新規掲載】

事務の効率化による利用しやすい窓

口づくり（保育所入所業務改善業務

委託事業）

子育て支援課

デジタル化よる保育所入所管理業務の業務改善を行うこと

で、事務を削減するとともに、窓口対応など相談体制を強化

し、市民サービスの向上を図る。

着手中
デジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装タイプ）の申請を

行う。（3月 採択内示）
R6.4月～

取組内容の事前相談、デジ田交付金の申請支

援。

6

【新規掲載】

子育て支援アプリ母子モだんだんの

導入

子育て支援課

「伴走型相談支援」と「出産・子育て応援給付金」を一体的

に実施する事業を推進するため、情報発信及び子育てに関す

る予定把握・予約等のサービスの充実を図る。そのため、現

在運用中の母子健康手帳アプリでは実現できない各種機能を

搭載している新アプリを導入するもの。

運用中 ・R5.3月から子育て支援アプリ母子モだんだんを導入 R5.3月～
・事業内容、アプリの見直しについて協議実

施。

子

育

て
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区分け No. 取組名 課 事業内容 進捗状況 進捗状況（詳細） 運用開始時期（見込） デジタル戦略課 対応状況

福

祉
1

自立支援医療費（精神通院）受

給者証の更新申請のデジタル化
障がい者福祉課

・自立支援医療費（精神通院）の助成対象者が６千

人を超えており、毎年、更新申請に伴う申請書の記

載、それに伴う職員の端末入力作業が発生してい

る。

・現在の申請内容をタブレットに表示させ、変更項

目のみ置き換える事で、手続きの簡素化を図るとと

もに、その更新データをデータベースに直接反映さ

せることにより、データ入力に係る時間を大幅削減

する事で職員の負担軽減を図る。

調査・研究中
・5年度までに現行のシステム管理データをEUC機能を活

用し、更新申請に使えるよう検討を行う。
未定

・障がい者福祉課の考えも踏まえ、標準

システムに関する情報を収集しながら検

討する方向で協議済み

運用中

軽自動車関係手続

・令和5年1月～軽自動車システムを稼働させる。（1月完

了）

軽自動車関係手続

R5.1月～

着手中

納付方法の電子化

・令和4年11月～全国での稼働前テストに参加する。（3

月完了）

納付方法の電子化

R5.4月～

運用中
ホームページ改修

・リニューアルホームページ公開（２月完了）

ホームページ

R5.2月～

着手中
LINE導入

・発信情報、運用方法を検討

LINE

R５年度中

2
市内のいろんな情報をまとめて

見られるマップシステム整備
デジタル戦略課

・地図上に市内の施設や施設でできること等を表示

（見える化）し、市民も職員も利活用できるマップ

システムを構築する。

着手中

・マップシステム構築の手法を検討する（～11月）

・マップonしまねを活用し、各課で所有するデータを入力

する（R5年度実施）

R6.4月～

3 オープンデータの利活用 デジタル戦略課

・本市のオープンデータは、松江市統計情報データ

ベース、島根県オープンデータカタログサイト、地

域経済分析システム（RESAS）Matsueオープンデー

タバンク（民間事業者）のサイトで確認できるが、

市民や民間事業者が自由に活用できるよう情報を整

理する。

・庁内各課で所有しているデータや各課業務に関す

る通知・様式を他課職員がすぐに閲覧し利用できる

よう、環境整備を行う。

調査・研究中

・松江市統計情報データベースのデータ更新（随時）

・利用状況、データ更新履歴を踏まえMatsueオープン

データバンクを閉鎖し、統計情報データベースへ一本化

（3月）

・県とオープンデータの活用について意見交換

未定

4
もっと手軽に回答しやすいアン

ケートの実施
デジタル戦略課

・これまで、郵便やEメール等でしか市に意見を伝え

られなかったが、民間でも利用されているアンケー

トフォーム等も取り入れ、市民がより手軽に意見を

届け、市政に反映するしくみを作る。

運用中 R4.9月～

国の通知に基づき住民システム係やベン

ダーと調整しており、支援などは特に

行っていない。

地方税の申告・納付手続きの電

子化のためのシステム整備

税務管理課

市民税課

・現在、各窓口で行っている地方税の申告・納付手

続を、地方税制改正に基づき順次電子化し、いつで

もどこでも手続きできる環境を整える。

・軽自動車関係手続の電子化（新車登録ワンストッ

プ化、車検時の納付情報連携）（令和5年1月～）

・地方税共通納税システムの税目拡大・統一QRコー

ドの導入（令和5年度～）

税 1

・簡易な行政手続きやちょっとした相談がホーム

ページやLINEで完結するシステムを構築する。その

ために、ホームページの整備・チャットボットの導

入、LINEの導入を行う。

秘書広報課広報室

もっと見やすく、簡単に相談・

手続きもできるしくみづくり

（ホームページ改修・LINEの

運用）

1

・改修業務のプロポーザルに関する仕様

書作成、業者選定等で支援を実施。

・LINEの運用について関係課との協議

にも適宜参加。

広

報

・

広

聴
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区分け No. 取組名 課 事業内容 進捗状況 進捗状況（詳細） 運用開始時期（見込） デジタル戦略課 対応状況

1
「クリーンまつえ」運動のごみ

収集計画作成のデジタル化
リサイクル都市推進課

・「クリーンまつえ」運動実施に係る手続きを簡易

化し、収集計画作成の効率化を図るため、独自のシ

ステム化について検討し、従来より少しでも手続き

や準備作業が簡単にできるようにする。

調査・研究中
総合的な地図情報システム(№13 マップシステム）に載せ

ることを検討。
未定

・進捗確認時に、取組の見送りについて

相談対応。

2

家庭から出るごみの分別につい

ての回答をチャットポット等で

対応する事業

リサイクル都市推進課
・ごみ分別の回答に特化したネット環境利用者への

チャットボットシステム等を構築する。
運用中

・他の自治体の取組状況を調査する

・全庁的な導入に向けて検討する。

 →デジタル戦略課と秘書広報課との協議により、運用・

コスト等を検討した結果、チャットポットシステム導入を

見送ることとした。

  ・今年度は、新規更新となるHPのトップページにごみの

出し方検索システムを掲載した。

R5.2月～
広報室の市LINE運用に機能として含め

る方向で、関係課協議等の支援。

3
自己搬入ごみ手数料のキャッ

シュレス決済導入
施設管理課

・家庭用ごみをエコクリーン松江に自己搬入後、ご

み量に応じた手数料をキャッシュレス決済する。
調査・研究中

・現行の自動料金精算装置が、キャッシュレス決済に対応

可能であるかの協議を施設管理運営受託者と行う。

・令和8年度からの実施を目標にしたスケジュールを作成

する。

・クレジットを取扱う金融機関との協議。

・キャッシュレス対応機器メーカーが対応可能であるかの

調査。

・QRコード決済に不可欠な携帯電話の電波環境が整備で

きるか各携帯キャリアへの問合せ。

R8.4月～ 特に相談支援等はなし。

ご

み

・

環

境
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区分け No. 取組名 課 事業内容 進捗状況 進捗状況（詳細） 運用開始時期（見込） デジタル戦略課 対応状況

交

通
1 AIデマンドバス導入事業 交通政策課

・既存のコミュニティバスの運行から、AIシステム

を活用したデマンドバス運行に変更し、市民が利用

しやすく、持続可能な公共交通サービスを提供す

る。

着手中

・AIデマンドバス導入事業業務委託プロポーザル審査を実

施する。⇒完了

・乗降拠点設置の協議を行う。⇒完了

・基礎データを作成する。⇒完了

・システム動作を確認する。⇒完了

・公共交通会議を開催する。⇒12/8実施

・運行事業者トレーニング/乗車体験を行う。⇒3/27～

3/29 乗車体験/出発式予定

R5.4月～ 特に相談支援等はなし。

1
市民が使いやすい、多目的に利

用できるFreeWi-Fiの整備
デジタル戦略課

・市民及び来庁者の利便性を向上させるため、市の

公共施設に無料のインターネット環境を整備する。
着手中

・1期工事完了後は試行的に置き型Wi-Fiルータを設置し、

受容や使用状況を調査する。

・使用状況を踏まえ、2期工事完了後に効率的、効果的に

使用していただけるようアクセスポイントの設置位置を検

討する。

R7年度中

新庁舎建設第2期工事予

定

2
【新規掲載】

公園墓地管理システムの更新
市民課

現行の公園墓地管理料システム及び霊苑墓地管理料

システムは、既にサポートが切れているWindows7

やIEなどによって構成されており、端末が壊れた場

合、そのデータを移設・運用することが出来なくな

る恐れがある。

また、データの抽出に相当な時間を要すなどシステ

ムの陳腐化が著しいため、システムを更新する。

着手中 当該システムに関する情報を収集する。（RFIの実施） R5年度中 ・システム更新協議、仕様書作成支援

3

【新規掲載】

読みたい本が探しやすく借りや

すい図書館づくり

図書館事務局

・日々進展するICTを積極的に取り込み、信頼性と安

定性、拡張性を重視した最新のシステムの導入を図

ることで、図書館業務の効率化、利用者の利便性の

向上及び図書館サービス網の一層の充実を図る。

・10月1日(予定)の中央図書館リニューアルオープン

に合わせ、新図書館情報システムを令和5年9月から

稼働。

着手中
・新システム導入のプロポーザルを実施（11月）

・システム構築作業中
R5.9月～ ・仕様書作成、

1
文化財をデジタル化を通じてよ

り身近に
松江城・史料調査課

・松江の文化財情報のデジタル化を進める。子ども

からお年寄りまで、障がいのある方にも、その魅力

をより分かりやすく伝える。

運用中

・松江城天守のVRソフトの作成を行うもので、令和３年

度より継続中。

・松江歴史館に機材を設置する。（8月完了）

・運用を開始する。（8月から実施）

R4.8月～ 特に相談支援等はなし。

2 収蔵品データベースの公開 松江歴史館

・市民が松江の歴史や文化、芸術により親しめる機

会をつくるために、松江歴史館で実物資料を展示し

ていないときも、インターネット上で主な収蔵品を

見ることができる環境の向上を図る。

運用中
・新たに収蔵された資料をデータベースに登録し、一般公

開できるものは随時公開する。
特に相談支援等はなし。

市

民

生

活

文

化
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区分け No. 取組名 課 事業内容 進捗状況 進捗状況（詳細） 運用開始時期（見込） デジタル戦略課 対応状況

1
建設工事に係る情報共有システ

ムの導入
建設工事監理室

・建設工事の受発注者間で作成・提出する書類をシ

ステム上で一元管理・共有し、相互利用を図る。
着手中

・情報セキュリティーポリシーに係る協議を行う。（5月

～）

・システム会社との調整と様式の整備を行う。（11月）

※当面の間は島根県の様式を使用

・試行要領を作成する。（1～3月）

・試行方法等を検討する。（2月～3月）

R5.4月～

・セキュリティポリシーとの整合につい

て協議

・システム運用に関する相談支援

・県のシステム操作研修へ同席

2
都市計画情報の閲覧システムの

導入
都市政策課

【閲覧システムの導入】(令和6年度導入予定）

・現在、縮尺1／2500及び1／5000のA0サイズの図

面を窓口に設置し行っている都市計画情報（用途地

域、都市計画道路、市街化調整区域の緩和区域）の

閲覧サービスについて、調べたい場所を素早く検索

できるようにするなど市民サービスの向上につなげ

るため、パソコン端末などデジタル化した閲覧サー

ビスに切り替える。

・また、併せて図面のコピー販売サービスについて

も、お客様が必要とする範囲、縮尺等への対応を実

施する。

着手中

・「デジタル社会における都市計画情報の高度化に向けた

検討会」で紹介された事例・課題をもとに把握。

・他課所管のデータとの連携に向けた協議調整を行う。

（例：地番データ等）

・近隣自治体の取り組み事例を収集中（出雲市・鳥取

市）。

・「デジタル社会における都市計画情報の高度化に向けた

検討会」(国土交通省都市局)へ参加。

・デジタル化のベース地図となる都市計画基本図の更新に

ついて、R5予算要求

R６年度中 特に相談支援等はなし。

工

事

等
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区分け No. 取組名 課 事業内容 進捗状況 進捗状況（詳細） 運用開始時期（見込） デジタル戦略課　対応状況

1
システムの管理・調達のルール

づくり（ＩＴガバナンス整備）
デジタル戦略課

・庁内各課で調達しているシステムを把握・管理す

るためのしくみや、デジタル化を伴う業務改善や新

規事業実施等に係る予算要求・調達・契約事務マ

ニュアルを整備し、職員の業務負担を減らす。

運用中

・システム管理台帳の整備を行う（システム調達

協議案件について随時作成）

・システム調達にかかるガイドライン「情報化企

画ガイドライン」「調達・契約ガイドライン」を

作成し運用開始。（8月～）

・システム調達の流れについて、他課職員に説明

会を行う。（次年度4月以降）

・「プロジェクト管理ガイドライン」を作成する

（次年度4月以降）

R4.8月～

2 テレワーク（在宅勤務）の推進 デジタル戦略課
・感染症や災害時に在宅勤務で業務を継続できるよ

う、テレワークシステムを構築する。
運用中

・地方公共団体情報システム機構（J-LIS）が提供

する「自治体テレワークシステム for LGWAN」を

活用した実証実験に参加し、テレワークを推進し

ている。

・今年度新たにテレワーク用端末を10台追加購入

し、ニーズに合わせて対応できるよう環境を整備

した。

・今後、実証実験が終了した際にスムーズに移行

できるよう代わりとなるシステムを検討する。

R3.11月～

3
情報セキュリティポリシーの見

直し
デジタル戦略課

・クラウドサービスやSNSなど、今までのセキュリ

ティポリシーでは想定していなかったシステム・

サービスを利用にするにあたっての判断基準の追加

など、内容の見直し・改定を行う。

・セキュリティポリシーを遵守するための手順書の

整備も行う。

着手中

・「地方公共団体おける情報セキュリティポリ

シーに関するガイドライン（令和４年３月版）」

を基に内容の見直しを実施。

・令和５年４月１日付けで訓令を発令し、施行予

定。

R5.4月～

4 Web会議の環境整備 デジタル戦略課

・Web会議用端末等の整備については随時行ってき

ているが、Web会議の実施が増えているため、さら

に柔軟にWeb会議ができる環境を整える。

運用中

・Web会議に必要な備品を随時追加するととも

に、予約・受取にかかる手間をなくし、利用しや

すい環境を整えた。

・有料ライセンスの利用状況を照会した。利用頻

度が少ないWeb会議システムについては契約数を

減らし、利用頻度が高いWeb会議システムを増や

すなど、よりニーズに合った環境を整備する。

R2年度から継続

第１期実施計画　上半期振り返り（業務の効率化）

職

員

の

働

き

方

の

効

率

化

【進捗状況の各カテゴリ】

運用中⇒システム運用、事業実施に入っている段階

着手中⇒システム調達・構築中で運用に入る前の段階

調査・研究中⇒予算化しておらず、計画のみの段階
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区分け No. 取組名 課 事業内容 進捗状況 進捗状況（詳細） 運用開始時期（見込） デジタル戦略課　対応状況

5
文書管理・電子決裁システムの

導入・運用
総務課

・公文書の収受、起案、施行、保管、廃棄など一連

の管理業務を適正化・効率化する「文書管理システ

ム」を導入し普及させる。

・押印の廃止、ペーパーレス化、決裁の効率化を推

進するための「電子決裁システム」を導入し普及さ

せる。

運用中

・令和４年４月からシステム構築する。「令和４

年１０月完了」

・令和４年１１月頃からテスト運用を実施する。

「令和５年１月完了」

・本稼働させる。（令和５年１月）「令和５年１

月完了」

（ＫＰＩ：Ｒ４電子決裁率８０％）

R5.2月～

・システム構築にあたり相談があれば適

宜対応。

（仕様書作成等は、昨年度、情報政策推

進室にて支援）

6 会議のペーパーレス化 組織戦略課

・ICT技術を活用して会議のペーパーレス化を行

い、印刷コストおよび資料準備の業務負担を軽減す

る。

・電子ホワイトボードを活用して小規模の会議で

ペーパーレス化を行い、徐々に利用拡大・浸透を図

る。

運用中

・職員周知を行う（１～２回／年）（１月完了）

・課題を抽出する（３月完了）

・新庁舎に向けた検討を行う。（３月完了）→

ネットワーク無線化によるペーパーレス会議方法

検討、効果算出

・市⾧室の内部協議で実施する（4月完了）

・副市⾧室の内部協議で実施する（１月完了）

・議会答弁ヒアリングで実施する

R4.4月～
・市⾧・副市⾧室でのペーパーレス協議

の実施について相談支援

7
単純作業を自動化して効率化

（RPAの導入）
組織戦略課

・ICT技術を活用して定型的・定量的なパソコン作

業の効率化を図り、人的・財政的負担を軽減する。

・パソコン上の定型的・定量的な作業をマンパワー

に頼らず、RPAを活用し自動化する。

運用中

・職員周知を行う。（5月完了）

・適用業務を選定する。（３月完了）

・導入業務を拡大する。

 →ベンダー導入支援（研修）による拡大

R3年度から継続

・他課からのシステム調達協議・デジタ

ル化相談があった際、必要に応じてRPA

の利活用も勧め、組織戦略課への相談を

促している。

8 会議録作成の効率化 組織戦略課

・ICT技術を活用して会議録作成の効率化を図り、

人的・財政的負担を軽減する。

・会議音声をAIに音声認識させることで自動で文字

に変換するため、職員が音声データを聞き一から文

字起こしする必要がなくなる（AI音声認識議事録作

成支援システム）。

運用中

・職員周知を行う。（5,8月完了）

・音声録音方法を紹介する。（２月完了）

・オンプレミス版の導入を検討する。（非公開会

議対応）→非公開会議での利用把握

、デモテスト実施

（LGWAN環境構築により非公開会議への対応は２

月完了）

R3年度から継続 特に相談支援等はなし。

9
次期グループウェアへの更新準

備
デジタル戦略課

令和6年度中で更新期限を迎える現在のグループ

ウェア（職員間の連絡・情報共有、メール、スケ

ジュールなど様々な機能が入った、すべての職員が

利用するシステム）について、次のシステムの導入

方針を決め、システム構築までを行う。

調査・研究中
・既存製品の情報収集や必要機能、連携システム

についての検討（随時）
未定

1

0

市内のいろんな情報をまとめて

見られるマップシステム整備

(再掲）

デジタル戦略課

・地図上に市内の施設や施設でできること等を表示

（見える化）し、市民も職員も利活用できるマップ

システムを構築する。

着手中

・マップシステム構築の手法を検討する（～11

月）

・マップonしまねを活用し、各課で所有するデー

タを入力する（R5年度実施）

R6.4月～

職

員

の

働

き

方

の

効

率

化
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区分け No. 取組名 課 事業内容 進捗状況 進捗状況（詳細） 運用開始時期（見込） デジタル戦略課　対応状況

1

1

オープンデータの利活用（再

掲）
デジタル戦略課

・本市のオープンデータは、松江市統計情報データ

ベース、島根県オープンデータカタログサイト、地

域経済分析システム（RESAS）Matsueオープン

データバンク（民間事業者）のサイトで確認できる

が、市民や民間事業者が自由に活用できるよう情報

を整理する。

・庁内各課で所有しているデータや各課業務に関す

る通知・様式を他課職員がすぐに閲覧し利用できる

よう、環境整備を行う。

調査・研究中

・松江市統計情報データベースのデータ更新（随

時）

・利用状況、データ更新履歴を踏まえMatsueオー

プンデータバンクを閉鎖し、統計情報データベー

スへ一本化（3月）

・県とオープンデータの活用について意見交換

未定

1

2

緊急時をはじめとする職員との

連絡のための携帯端末の配布
デジタル戦略課

・災害時等、緊急時に離れた職員と庁内外のやり取

りが増えることが想定される。そのため、職員へ貸

与する携帯端末の整備を行う。

・情報共有・伝達をより効率的に行えるチャット

ツールの導入をめざす。

調査・研究中

・Logoチャットの試験運用（通年）

・R5年度予算オータムレビューに「チャットツー

ル」の導入を計上。

未定

1

3

プロジェクトチームをすぐに構

築できる連携体制の整備
デジタル戦略課

・給付金支給業務など緊急的な対応のために、各課

から職員を参集しシステムも整備して迅速に対応出

来るしくみをつくる。これにより職員の急な案件へ

の対応力やシステム整備のスピード向上も図る。

調査・研究中 今年度着手していない。 未定

1
住民基本台帳等の住民情報に関

するシステムの標準化対応
デジタル戦略課

・令和７年度末までに住民記録、税、福祉などの住

民情報系２０業務を対象に、国が定める標準仕様書

に準拠したシステムへ移行し、業務の効率化を実現

する。

着手中

スケジュールどおりに推進中。今年度実施した主

な作業は以下のとおり。

・令和4年4月 推進体制立ち上げ

・令和4年4月～8月 現行システム概要調査

・令和4年9月～10月 Fit&Gap作業（標準準拠シ

ステムと現行システムの差の洗い出し）

・令和4年9月～12月 移行計画作成

・令和5年1月～3月 RFI資料作成

R8年度中

2
議会答弁資料作成システムの導

入
政策企画課

・市議会本会議一般質問において、議員から提出さ

れた「質問通告書」に基づき、正確かつ丁寧な答弁

のために行う担当部局の調整や資料作成などの事務

の効率化を図るため答弁資料作成システムを導入す

るもの。

着手中

・システムの導入に向け、システム構築を進める

（7-2月）。

・職員研修の実施（3月頃）

・システム試行期間を設け、作成担当部局に操作

に慣れてもらう。

R5 6月議会～
・仕様書作成、RFI、入札準備などを支

援。

3
システム導入による就業管理お

よび庶務事務の効率化
人事課

・職員の就業管理やそれに付随する届出申請といっ

た庶務事務を効率化するとともに、適切かつ正確な

労務管理を実現するために、「庶務事務システム」

を導入し就業管理および庶務事務のデジタル化を行

う。

運用中

・システムを構築する。（１２月完了）

・システム管理者向け操作研修を行う。（１０月

完了）

・動画配信による職員向け操作研修を行う。（１

２月完了）

・動作検証を行う。（１２月完了）

・稼働を開始する。（１月完了）

R5.1月～

・システム構築にあたり相談があれば適

宜対応。

（仕様書作成等は、昨年度、情報政策推

進室にて支援）

職

員

の

働

き

方

の

効

率

化

各

課

業

務

の

効

率

化
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区分け No. 取組名 課 事業内容 進捗状況 進捗状況（詳細） 運用開始時期（見込） デジタル戦略課　対応状況

4
松江市災害情報共有システムの

機能追加
防災危機管理課

・災害時において、システムを活用して被害情報集

約や避難所情報集約、職員参集指示・集約等を効率

的に行う。

着手中

・被害情報集約機能について、ゼンリン地図参照

可能アカウントを増設する。（完了）

・被害情報集約機能について、出水期前に操作研

修を実施する。（6/10完了）

・避難所運営機能について、運用方法を検討す

る。

・庁内のセキュリティーポリシー規定により、私

用端末の公務利用が制限されているため、職員参

集機能については当面利用しない事とする。

R6年度中

5 紙の図面のデータ化 公共建築課

・新庁舎共用開始までに図面のデータ管理体制を確

立させることを目指し、紙媒体図面のデータ化及び

データ管理の一元化を実施する。

着手中

・データ管理を一元化する。

  データ管理体制（案）の策定、

  サーバー増設の検討

  （必要に応じて）

  CADデータの取込み

  R4.6～７ MOの取込み

       R4.8        MO取込み完了

  R4.8～  CDの取込み開始

  R4.10    浅利倉庫分のCDは

        取込み完了

 

  R4.5～

  書庫に保管されている竣工図を

  整理し、リストを作成

    R4.10         不要図面一部廃棄

R5年度中 ・特に相談支援等はなし。

6
建設工事に係る情報共有システ

ムの導入（再掲）
建設工事監理室

【閲覧システムの導入】(令和6年度導入予定）

・現在、縮尺1／2500及び1／5000のA0サイズの図

面を窓口に設置し行っている都市計画情報（用途地

域、都市計画道路、市街化調整区域の緩和区域）の

閲覧サービスについて、調べたい場所を素早く検索

できるようにするなど市民サービスの向上につなげ

るため、パソコン端末などデジタル化した閲覧サー

ビスに切り替える。

・また、併せて図面のコピー販売サービスについて

も、お客様が必要とする範囲、縮尺等への対応を実

施する。

着手中

・「デジタル社会における都市計画情報の高度化

に向けた検討会」で紹介された事例・課題をもと

に把握。

・他課所管のデータとの連携に向けた協議調整を

行う。（例：地番データ等）

・近隣自治体の取り組み事例を収集中（出雲市・

鳥取市）。

・「デジタル社会における都市計画情報の高度化

に向けた検討会」(国土交通省都市局)へ参加。

・デジタル化のベース地図となる都市計画基本図

の更新について、R5予算要求

R６年度中 特に相談支援等はなし。

各

課

業

務

の

効

率

化
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区分け No. 取組名 課 事業内容 進捗状況 進捗状況（詳細） 運用開始時期（見込） デジタル戦略課　対応状況

7

建設工事等の離れた現場にオン

ラインで立会をするシステムの

導入

建設工事監理室
・建設工事等において、監督職員が現地に行かずと

も離れた場所から現場の立会・確認を行う。
着手中

・準備期間として、次の取組を進める。

①試行要領の作成（10月完了）

②遠隔臨場の専用端末整備

（建設工事監理室で管理・貸出）

（12月完了）

③利用手順書の作成（12月完了）

④建設関係事業者へ周知

（11月完了）

⑤試行開始（10月完了）

R5.4月～
・通信事業者の紹介や、相談支援を実

施。

8

自立支援医療費（精神通院）受

給者証の更新申請のデジタル化

（再掲）

障がい者福祉課

・自立支援医療費（精神通院）の助成対象者が６千

人を超えており、毎年、更新申請に伴う申請書の記

載、それに伴う職員の端末入力作業が発生してい

る。

・現在の申請内容をタブレットに表示させ、変更項

目のみ置き換える事で、手続きの簡素化を図るとと

もに、その更新データをデータベースに直接反映さ

せることにより、データ入力に係る時間を大幅削減

する事で職員の負担軽減を図る。

調査・研究中
・5年度までに現行のシステム管理データをEUC機

能を活用し、更新申請に使えるよう検討を行う
未定

・障がい者福祉課の考えも踏まえ、標準

システムに関する情報を収集しながら検

討する方向で協議済み

9

公立保育所・公立幼稚園の登降

園管理や連絡などのデジタル化

（再掲）

子育て政策課

・公立保育所・公立幼稚園（以下、「保育所等」と

いう）の保育士、幼稚園教諭（以下、「保育士等」

という）の業務負担を軽減し、保育・教育の質を向

上するため、児童の登降園管理や各種料金計算、保

護者連絡、保育に関する計画・記録等が可能なシス

テムを導入する。

運用中

【令和3年度導入施設】

・保護者向け説明会、試験運用を行う。（5月完

了）

・保育士等、保護者に対して導入効果に関する

 アンケートを実施する。（7月完了）

・Wi-Fi環境を整備する。（2月完了）

・本格運用を開始する。（3月完了）

 

R4.4月～

・システム運用、各園への拡充に係る

ネットワーク整備について、相談があれ

ば随時協議。

・入札時の仕様書等について作成支援。

1

0

急な病気でもすぐに予約ができ

る病児保育（病児保育支援シス

テム）（再掲）

子育て支援課

・スマートフォンやパソコンを利用して、本市の病

児保育施設の利用にかかる登録、予約、キャンセル

が24時間可能となるシステムを導入する。

・子育て世帯の育児と仕事の両立支援を図るととも

に、市及び病児保育施設の業務の効率化、円滑化を

図る。

運用中

・病児保育支援システムを導入する。（5月～）

・市民に対する新しいシステム及び病児保育に関

する広報を行い、新規登録及び利用の促進を図

る。

病児保育支援システム登録者数 1,243人（2月末現

在 )

病児保育施設延利用者数5,600人

(病児保育支援システム導入後延利用者数

            2,783人（2月末現在））

R4.5月～

基本的に安定運用しているため、支援等

は行っていない。

相談事項があれば対応。

1

1

保育料・児童クラブ使用料をコ

ンビニ、スマホで簡単にお支払

い（保育料スマート決済推進事

業）（再掲）

子育て支援課

・保育所保育料・児童クラブ使用料をコンビニエン

スストアやスマートフォン決済（PayPay、LINE

Pay）で支払うことができるようにすることで、仕

事と家庭の両立を図る子育て世帯の利便性を高める

とともに、収納率向上を図る。

運用中

・準備を開始する。（4月～）

・運用を開始する。（9月～）

・市民向けの広報活動を行う。（8月）

・保育料額の切り替え通知の際にも周知を行う。

（9月）

R4.9月～

基本的に安定運用しているため、支援等

は行っていない。

相談事項があれば対応。

各

課

業

務

の

効

率

化
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区分け No. 取組名 課 事業内容 進捗状況 進捗状況（詳細） 運用開始時期（見込） デジタル戦略課　対応状況

1

2

認可保育所の入所選考を10秒

で実施（保育所AI入所選考シス

テム）（再掲）

子育て支援課

・各保育施設の空き状況と入所希望者の情報をマッ

チングし、保育所の入所選考を行う。マッチング結

果は、数秒程度で確認することができる。

・同じ基準で何度も選考を繰り返すことができるこ

とから、急な辞退者等の発生と新たな空き枠が生じ

た場合でも、すみやかに再選考を行うことができ

る。

・市民向けの内定通知書の発送等をすみやかに対応

することが可能となり、市民サービスの向上にもつ

ながる。

運用中

・例月の保育所等入所選考及び令和５年４月入所

（１次・２次・３次）選考に同システムを活用す

る。

・入所選考に要する時間を短縮したことにより生

じた時間を活用して、入所申込者及び保育所等に

対し、早期の結果通知を行う。

・保育所AI入所選考システムに必要なデータについ

て、効率的に作成するよう、業務の課題を整理す

る。

R4.4月～
・試験導入園以外の各園への追加導入、

各園でのネットワーク整備の相談支援。

1

3

「クリーンまつえ」運動のごみ

収集計画作成のデジタル化（再

掲）

環境エネルギー課

・「クリーンまつえ」運動実施に係る手続きを簡易

化し、収集計画作成の効率化を図るため、独自のシ

ステム化について検討し、従来より少しでも手続き

や準備作業が簡単にできるようにする。

調査・研究中
総合的な地図情報システム(№13 マップシステム）

に載せることを検討。
未定

・進捗確認時に、取組の見送りについて

相談対応。

1

4

エネルギー使用量の報告の効率

化（地方公共団体実行計画策

定・管理等支援システム

(LAPSS)の導入）

環境エネルギー課

・省エネ法に係るエネルギー使用量の報告を施設所

管課等が行い、エネルギー使用量を意識することで

カーボンニュートラルの達成を目指していく。

運用中

・令和4年度実績分からはシステムに直接入力す

る。令和３年度実績は取り組み出来るところから

行う(以前のやり方を併用)。

■スケジュール

（6月）環境省にLAPSSの利用申し込み(6月完了)

（7月）LAPSSに施設情報、令和3年度エネルギー

使用量の入力（7月完了）

（9月～11月）各課へLAPSSの利用登録、令和4年

度エネルギー使用量の入力依頼（9月依頼完了、11

月完了）

（12月）各課の利用状況、不具合などの調査（１

月完了）

（2~3月）令和4年度分の入力状況確認

R4.9月～
・運用に向けた相談支援、縁sysへの設

定対応。

1

5

都市計画情報の閲覧システムの

導入（再掲）
都市政策課

・建設工事の受発注者間で作成・提出する書類をシ

ステム上で一元管理・共有し、相互利用を図る。
着手中

・情報セキュリティーポリシーに係る協議を行

う。（5月～）

・システム会社との調整と様式の整備を行う。

（11月）

※当面の間は島根県の様式を使用

・試行要領を作成する。（1～3月）

・試行方法等を検討する。（2月～3月）

R6年度中

・セキュリティポリシーとの整合につい

て協議

・システム運用に関する相談支援

・県のシステム操作研修へ同席

1

6
公園台帳の電子化 公園緑地課

・公園緑地課が管理する公園は約400か所あり、こ

れらの管理を紙媒体の公園台帳などにより行ってい

る。公園台帳システムを導入し、公園台帳の電子

化・一元化を行うことで台帳による現状把握を容易

にし、業務の効率化を目指すもの。

調査・研究中 ・検討の結果、Excelにより管理することとした。 未定 ・特に相談支援等はなし。

各

課

業

務

の

効

率

化
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区分け No. 取組名 課 事業内容 進捗状況 進捗状況（詳細） 運用開始時期（見込） デジタル戦略課　対応状況

1

7

【新規掲載】

職員健康管理システムの導入
人事課

・職員個人ごとの健康診断結果、ストレスチェック

結果、様々な面談記録を電子カルテで一元的に管理

するシステムを導入することにより、手作業で行う

手間とそれに係る時間を軽減させる。

・システムでデータを集計したり分析することによ

り、市全体の健康課題や傾向を効率的に抽出し、対

応策を講じて職員の健康増進を図る。

調査・研究中
・令和４年12月からデジタル戦略課と協議を始

め、システムの仕様書を作成する。
R6年度中

・業務内容のヒアリング、情報化企画書

の作成支援。

1

8

【新規掲載】

防災センターオペレーションシ

ステムの更新

防災危機管理課

・災害時における効果的な初動対応（災害情報の収

集・分析・共有・把握、意思決定）の実現を図るた

め、情報の共有化を実現する映像設備や音響設備、

遠隔会議システム等のオペレーションシステムを整

備する。

調査・研究中

・災害対策本部レイアウト（案）を作成し、環境

整備に必要な機器やシステムを把握する。（9月～

12月）

・関係課と協議を行い、仕様書（案）を作成す

る。（12月～3月）

R7年度秋
・情報化企画書、仕様書の作成支援、IT

コンサルとの相談実施。

1

【新規掲載】

市立学校教職員端末の2in1化

（学習系＆校務系）

学校教育課

教室（学習指導）でも職員室（校務）の両方に利用

できる1台2役の「2in1端末」を教職員用に整備す

る。

着手中
・予算要求前に、デジタル戦略課と事業内容につ

いて協議。
R6.4月～ ・事業内容について、事前協議実施。

2

【新規掲載】

市内小中義務教育学校へのロー

カルブレイクアウト導入

学校教育課

セキュリティを担保しながら学習者用ネットワーク

を高速化することを目的に、既存のネットワーク回

線とは別に、学校から直接インターネットに接続す

る「ローカルブレイクアウト方式」のネットワーク

回線を整備するもの。

着手中
・学習系ネットワークの通信環境改善について、

デジタル戦略課と協議。
R6.4月～ ・事業内容について、事前協議実施。

各

課

業

務

の

効

率

化

教

育

現

場

の

効

率
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第１期実施計画　上半期振り返り（人財育成）

区分け No. 取組名 課 事業内容 進捗状況 進捗状況（詳細） 運用開始時期（見込） デジタル戦略課　対応状況

1

ITリテラシーを向上させる取組（毎

月の啓発、ITリテラシーテスト実

施）

デジタル戦略課

・すべての職員が、業務のデジタル化の検討やシステム調達

において頻出するIT分野の専門用語や、機器の役割等を理解

できるよう、掲示板など日頃目につく所で啓発をはじめ、

様々な形でITリテラシーの向上を図る。

・職員の習熟度を確認するためのテストも実施する。

調査・研究中 ・発信内容を検討する（未着手） R5年度中

2
最適なシステムを調達するための研

修
デジタル戦略課

・ベンダーロックインを防ぎ、すべての職員が適切なシステ

ム調達を行えるよう、デジタル戦略課が定めたシステム調達

のためのガイドラインに沿って、調達の流れを学ぶ研修を行

う。

調査・研究中
・システム調達のガイドラインの運用状況を踏

まえながら、研修内容を作成する。
R5.5月～

3
職員の誰もがWeb会議を開催・運営

できるためのスキルアップ研修
人事課

・「オンライン会議の参加・主催体験会」を実施し、機器・

アプリの基本操作に不安がある職員を支援する。

・外部研修等への積極的・戦略的な受講を促し、オンライン

会議の開催・運営（他職員への開催支援）ができる職員を各

課に1名程度育成する。

調査・研究中 ・コロナ対応のため、今年度の研修は中止 R5年度中 ・協議等なし

4
分かりやすく伝わる情報発信ができ

る人材の育成
人事課

・市民にも職員同士にも分かりやすく、伝わる情報発信がで

きる人材を育成する。

・市Webサイトの改善、新庁舎の表示やレイアウト、SNSで

の魅力的な情報発信などに有効な知識や経験を有する職員と

所管課のマッチングを支援し、効果的・効率的な情報発信の

取り組み実現する。

調査・研究中 ・コロナ対応のため、今年度の研修は中止 R5年度中 ・協議等なし

5

【新規掲載】

システムを所管する課の職員対象

デジタル基礎研修の実施

人事課

・全ての一般職員がシステムを発注できるスキルを習得する

ためには、基礎知識としてITパスポート取得レベルの知識を

有していることが望ましい。

・システムを所管する課にはITパスポート取得レベルの知

識・スキルを有した職員が1～2名程度在籍し、良いシステム

の導入等デジタル化をけん引できるよう研修等を実施・提供

する。

調査・研究中

・No.3-5「採用１年～3年目職員対象デジタル

基礎研修の実施」の内容を見直し、対象職員の

範囲を広げることをデジタル戦略課と相談。

（1月）

R5年度中 ・研修の対象範囲、目的について協議。

す

べ

て

の

職

員

向

け

【進捗状況の各カテゴリ】

運用中⇒事業実施に入っている段階

着手中⇒事業実施の準備段階

調査・研究中⇒実施方法の検討の段階
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区分け No. 取組名 課 事業内容 進捗状況 進捗状況（詳細） 運用開始時期（見込） デジタル戦略課　対応状況

1
採用１年～3年目職員対象デジ

タル基礎研修の実施
人事課

・8年後に職員の約半数がITパスポート取得レベルの

知識を習得していることを目指し、新規採用職員～

採用3年目の期間にITパスポート取得レベルの知識・

スキルを身につけることができる研修等を実施・提

供する。

取り下げ

・新採研修にてデジタル基礎研修の概

要・目的を説明。自主学習用テキスト

配布（５月）

・コロナ対応のため、研修中止（7月

～）

 新事業「システムを所管する課の職

員対象デジタル基礎研修の実施」に移

行

・研修内容について、ITコンサルが習熟

度テスト等の作成および相談支援。

・研修の位置づけ、実施の仕方等につい

て協議。

2
業務アプリ構築・初級プログ

ラミング研修
デジタル戦略課

・本格的なプログラミングをしなくても簡単な業務

アプリを自作することができる「ローコード・ノー

コード」アプリは今後活用の場が広がっていくこと

が予想される。

・これらの活用の可能性を探り、職員自身が効果

的・効率的な業務アプリをつくれるようになること

を目指し研修を実施する。

調査・研究中
・情報収集、業者との意見交換などを

実施（随時）
未定

3 多様な学びの環境整備 人事課

・地方公共団体情報システム機構（J-LIS）やその他

国主催の研修など、デジタル人材育成やITリテラ

シーの向上に資する様々な研修がE-ラーニングやオ

ンラインセミナーで実施されることとなっている。

・こうした研修を職員が受けやすいよう環境を整え

サポートする。

運用中

・J-LISのオンライン研修について、デ

ジタル戦略課と職員の受講範囲につい

ての相談

・外部研修についての情報提供（随

時）

R4.4月～

・研修の仕方について協議。

・J-LISのオンライン研修などの情報提

供。

4
文化財行政におけるデジタル

人財の育成
松江城・史料調査課

・連携協力協定を結ぶ同志社大学文化遺産情報科学

調査研究センターの指導の下、文化財のデジタル

化、発掘調査などでのデジタル技術の導入ができる

人財育成などを図る。

運用中

・同志社大学文化遺産情報科学調査研

究センターが田和山遺跡のARコンテン

ツを制作する際のデジタル技術を用い

る調査に、埋蔵文化財調査課の職員も

参加する。

R4.4月～ ・協議等なし

1
（係⾧対象）自治体DX研修を

実施
人事課

・市全体のDXを推進するため、業務マネジメントに

携わる係⾧職に就く職員を対象に、自治体DXの意義

や必要性を学ぶ研修を行う。

調査・研究中
・コロナ対応のため、今年度の研修は

中止
R5年度中

2
（管理職対象）デジタル分野

のトレンドを学ぶ研修
デジタル戦略課

・各部の課題解決や新たな挑戦に新しい技術を取り

入れるために、企画提案をする職員だけでなく管理

職も様々な最新技術等を知り、ともに考える必要が

ある。

・管理職の職員がデジタル分野における新しいサー

ビスや技術について学ぶ研修を実施する。

着手中

・（株）ベルシステム24HD主催の職員

向けデジタル技術展示会を開催

（R5.1.23～1.24）

R5.1月

デ

ジ

タ

ル

化

を

け

ん

引

す

る

職

員

向

け

係

⾧

級

以

上

の

職

員

向

け
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区分け No. 取組名 課 事業内容 進捗状況 進捗状況（詳細） 運用開始時期（見込） デジタル戦略課　対応状況

1

サービスや働き方をもっと良

くしていくための若手職員ア

イデア会議

デジタル戦略課

新規採用職員向けのデジタル研修を経てITパスポー

ト取得レベルまでリテラシーが向上した職員を集

め、各課の様々な課題に取り組む新規事業のアイデ

アを出し合う会議を設置する。

調査・研究中

・研修による職員育成の進捗に合わせ

て、会議の設置の仕方や運営の仕方、

アイデア採用スキームを検討する。

未定

2

プロジェクトチームをすぐに

構築できる連携体制の整備

（再掲）

デジタル戦略課

・給付金支給業務など緊急的な対応のために、各課

から職員を参集しシステムも整備して迅速に対応出

来るしくみをつくる。これにより職員の急な案件へ

の対応力やシステム整備のスピード向上も図る。

調査・研究中 今年度着手していない。 未定

3
庁内の先進事例を視察するし

くみづくり
デジタル戦略課

・庁内で、市民サービスの向上や業務の効率化に資

する先進的な取組をすでに行っている課へ、他課の

職員が取組内容やシステムを視察し、取組を横展開

しやすくなるしくみを構築する。

調査・研究中

・システム調達協議において、他課の

事例や利用できる仕組みを紹介し、横

展開や共同利用を進める。

未定

そ

の

他
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